






































8 条 2 項）、又、不動産を目的とする法律行為（契
約）について、当該不動産所在地法をそれと推定























1 ドイツのヤイメ (Erik Jayme) 教授が、例年、ドイツ国際私法実務雑誌 (Praxis des Internationalen Privat- und Verfahrensrechts)
の前年の国際私法の回顧において、「密接関連性の原則」及び「弱者利益の保護」の理念の趨勢について指摘している
































徴 的 給 付 の 理 論 」（Doctrine of Characteristic 














特 徴 的 給 付 の 理 論 は、 特 徴 的 債 務 の 理 論
（Doctrine of Characteristic Obligation）とも呼ばれ
て、契約につき、その契約を特徴づける給付を行
う側の常居所地や営業所所在地の法律を基準とす



























2 笠原俊宏『国際私法原論』（文眞堂、2015 年）144 頁参照。
3 澤木敬郎＝道垣内正人『国際私法入門（第 7 版）』（有斐閣、2012 年）190 頁参照。
4 Friedrich K. Juenger, Choice of Law and Multistate Justice, 1993, p.59.














































































6 笠原・前掲書 144 頁以下参照。
7 笠原・前掲書 145 頁参照。
8 木棚照一＝松岡博＝渡辺惺之『国際私法概論（第 5 版）』（有斐閣、2007 年）140 頁（松岡）参照。






則（Doctrine of the most significant relationship, 
























































10 サヴィニー（小橋一郎訳）『現代ローマ法体系第八巻』（成文堂、2009 年）95 頁以下参照｡
11 サヴィニー（小橋訳）・前掲書 95 頁以下参照。
12 櫻田・前掲書 43 頁以下、澤木＝道垣内・前掲書 68 頁以下、中西＝北澤＝横溝＝林・前掲書 18 頁、木棚＝松岡＝渡辺・
前掲書 15 頁以下（木棚）等参照。
13 櫻田・前掲書 47 頁、中西＝北澤＝横溝＝林・前掲書 19 頁等参照。
14 Symeon C. Symeonides, The American Choice-of-Law Revolution: Past, Present and Future, 2006, p. 99.













































































16 笠原・前掲書 19 頁参照。
17 サヴィニー（小橋訳）・前掲書 159 頁参照。
18 サヴィニー（小橋訳）・前掲書 159 頁以下参照｡
19 サヴィニー（小橋訳）・前掲書 163 頁以下参照｡








































際私法典第 62 条がある 24。その他に、1987 年の
スイス連邦国際私法第 117 条 25 を始めとして、
2010 年の中華民国渉外民事法律適用法第 20 条 3
項 26、2005 年のブルガリア共和国国際私法に関



























21 サヴィニー（小橋訳）・前掲書 193 頁以下参照｡
22 Friedrich K. Juenger, Choice of Law and Multistate Justice, Special Edition, 2005, p.59.
23 笠原俊宏「リヒテンシュタイン国際私法の法典化とその特質」東洋法学 41 巻 2 号 315 頁参照。
24 笠原俊宏「チュニジア国際私法の法典化について」東洋法学 44 巻 2 号 79 頁参照。
25 笠原編訳・前掲書 131 頁参照。
26 笠原俊宏「中華民国国際私法（渉外民事法律適用法）の改正（上）」戸籍時報 659 号 63 頁参照。


















ンド国際私法第 27 条 29、それに続く 1979 年のハ
ンガリー国際私法第 25 条 30、及び、1982 年のユー
ゴスラビア社会主義連邦共和国国際抵触法第 20










































ラルーシ共和国民法典第 1125 条等がある 34。さ





28 笠原編訳・前掲書 208 頁参照。
29 笠原編訳・前掲書 355 頁参照。
30 笠原編訳・前掲書 309 頁参照。 
31 笠原編訳・前掲書 384 頁参照。
32 笠原俊宏「外国国際私法立法に関する研究ノート（1）—ルーマニア国際私法（1992 年）上」大阪国際大学紀要国際研 
究論叢 8 巻 1 号 89 頁参照。
33 笠原俊宏「ロシア連邦民法典第三部中の国際私法規定について」東洋法学 46 巻 1 号 69 頁参照。なお、その改正法とし
て、同「ロシア連邦国際私法の改正（2013 年）の解説（上）」戸籍時報 720 号 8 頁以下参照。
34 笠原俊宏「外国国際私法立法に関する研究ノート（10）—ベラルーシ民法典中の国際私法規定（1999 年）—」大阪国





































































況からみて、契約が第 1 項または第 2 項で示され
た国以外の他の国とより明らかに密接に関連して
いることが明白なときは、その他の国の法が適用
される。4、適用法が第 1 項または第 2 項で決定
できないときは、最も密接に関連している国の法
が契約の準拠法となる、と規定している 36。
さらに、中国においても、2013 年 4 月 8 日ま
で実施されていた最高人民法院「渉外民事又は商
事契約紛争案件を審理する際の法律適用に関する
若干問題の規定」の司法解釈（2007 年第 14 号）
第 5 条には、「当事者が契約紛争に適用する法律
を選択していない場合には、契約と密接関連性を
35 笠原俊宏「モンゴル民法典中の国際私法規定（2002 年）」東洋法学 48 巻 1 号 69 頁参照。
36 高橋宏司「契約債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則（ローマ I 規則）：ローマ条約からの主要な変更点を中


























































































































38　 笠原俊宏「ベルギー国際私法（2004 年）の邦訳と解説（上）、（下）」戸籍時報 593 号 20 頁以下、594 号 57 頁以下参照。
